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=============================================================================== 

【最新ニュース・クリッピング】 

○ 法律・法規等 

1. 「税関企業信用管理弁法」、5月 1日より施行(中国打撃侵権工作網 2018年 3月 21 日) 

2. 専利法改正案、全人代常務委に提出へ＝2018年立法活動計画(国家知識産権網 2018 年 3月 16日) 

 

○ 中央政府の動き 

1. 商務部、近々発表される「米 301条調査」結果について声明発表(商務部公式サイト 2018年 3月

22 日) 

2. SIPO 申長雨局長、アフリカ知的財産機関 Bohoussou長官と会談(国家知識産権網 2018 年 3月 21

日) 

3. 工商総局張茅局長と OAPI長官が北京で会談(工商総局公式サイト 2018年 3月 20日) 

4. SIPO 何志敏副局長が WIPO責任者と会談、TISCで提携(国家知識産権網 2018年 3月 19日) 

5. 工商総局商標局、商標審査活動会議を上海で開催＝年間審査目標 800万(工商総局公式サイト 

2018年 3月 17日) 

6. SIPO 申長雨局長とキルギス国家知的財産庁長官と会談(国家知識産権網 2018年 3月 16日) 

 

○ 地方政府の動き 

1. 山東省で中国科学院初の特許オークションが実施(国家知識産権網 2018年 3月 20 日) 

 

○ 司法関連の動き 

1. 全国の検察機関、昨年模倣品関連事件 8671件を起訴(中国知識産権資訊網 2018年 3月 19日) 

 

○ ニセモノ、権利侵害問題 

1. 2018 年度「質検利剣」行動、消費財など 5分野が対象(中国打撃侵権工作網 2018年 3月 21日) 

2. 寧波税関、「3・15」権利侵害模倣品摘発報告書を発表(中国打撃侵権工作網 2018 年 3月 19日) 

3. 雲南省公安庁、昨年模倣品など 65万点摘発、総額 6億人民元(中国打撃侵権工作網 2018年 3月

16 日) 

 

○ その他知財関連 

1. 2018 年「中国ブランドの日」イベント、5月に上海で開催(工商総局公式サイト 2018 年 3月 22

日) 

2. 広州で日中企業協力知的財産権シンポジウムが開催(CCPIT 公式サイト 2018年 3月 21日) 

 

=============================================================================== 

●ニュース本文 

 

○ 法律・法規等 

★★★1. 「税関企業信用管理弁法」、5月 1日より施行★★★ 

 「中華人民共和国税関企業信用管理弁法」が 5月 1日より施行されることになった。税関総署の張

広志報道官がこのほど明らかにした。2014年 12月 1日より「税関企業信用管理暫定弁法」が施行され
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て以来の重大な改正で、輸出入分野の信用システム整備と中国の貿易環境の改善につながるものとみ

られる。 

 張報道官によると、新「管理弁法」は、▽企業信用認定基準のさらなる全面化、合理化、客観化▽

信用を守る企業への奨励と信用喪失企業への懲罰の強化▽国の信用管理方針に基づいた共同奨励、共

同懲罰の徹底▽認定通関業者（AEO）制度の相互承認の推進――の 4分野に重点を置いて、現行の「暫

定弁法」を改正したものである。信用情報の収集と開示、信用情報異常企業リストの作成、認証手続

きの公開と改善などに関する内容も盛り込まれている。 

(出典：中国打撃侵権工作網 2018 年 3月 21日) 

 

★★★2. 専利法改正案、全人代常務委に提出へ＝2018年立法活動計画★★★ 

 国務院は今年、専利法改正草案と外国投資法草案を含む 4つの法律草案を全国人民代表大会常務委

員会に提出する予定である。3 月 14 日に公表された「国務院 2018 年立法活動計画」で明らかになった。 

 知的財産権の保護強化と自主的イノベーション能力の向上などを目指し、国家知識産権局（SIPO）

は 2014年に専利法の第 4回改正作業を始めた。幅広く意見を募集した上、2015年 7月、SIPOは「専

利法改正草案（審査提出稿）」を国務院に提出した。国務院法制弁公室は同 12月、この審査提出稿を

一般公開し、一般向け意見募集を行った。その後、国務院法制弁公室は改正案の研究、論証に取り組

んできた。 

 「国務院 2018年立法活動計画」には「専利代理条例」の改正に関する計画も盛り込まれている。現

行の「専利代理条例」は 1991年に施行されたもので、経済の急速な発展に対応できなくなった内容が

多く、代理業界発展の足かせとなっており、改正が急務となっている。 

(出典：国家知識産権網 2018年 3月 16日) 

 

○ 中央政府の動き 

★★★1. 商務部、近々発表される「米 301条調査」結果について声明発表★★★ 

 米国が中国に対する通商法 301 条に基づく調査の結果を近々発表し、対中制裁措置を発動する可能

性があることについて、中国商務部は 22日、「米国の単独主義と貿易保護主義的なやり方に断固とし

て反対し、あらゆる必要な措置を講じて、中国の正当な権利と利益を守る」との声明を公式サイトに

掲載した。 

 商務部は声明の中で、「習近平国家主席は、中米経済貿易関係が両国関係の中で『バラスト』と

『プロペラ』の役割を果たすと指摘している。 両国は約 40年前に外交関係を樹立して以来、貿易規

模が 232倍に増加し、中米間の双方向での投資は合わせて 2300億ドルを超えている。米国のビジネス

界は一般的に、米国の単独主義な行動を懸念し、すでに 45の業界団体から明らかな反対の声が上がっ

ている」という。 

 声明ではまた、「我々は、米国が中米経済貿易関係の本質が互恵共栄であることをよく理解し、他

国に害を及ぼす行為をしないことを望む」とした。 

(出典：商務部公式サイト 2018年 3月 22日) 

 

★★★2. SIPO申長雨局長、アフリカ知的財産機関 Bohoussou 長官と会談★★★ 

 3月 19日、国家知識産権局（SIPO)申長雨局長が北京で、アフリカ知的財産機関（OAPI）Denis 

Loukou Bohoussou長官と会談を行った。両長官は研修訓練、特許審査、データ交換、自動化などの分

野における協力事業について交流を行い、意見を交わした。 

 申長雨局長は中国の知的財産権活動の最新状況を説明した。また、双方の努力により、中国とアフ

リカは長期に渡って良好な知的財産権協力関係を維持しており、今後も協力を一段と深めて、協力関

係を新たなレベルに押し上げていくだろうとの認識を示した。Bohoussou長官は、中国の知的財産権分
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野で取得した実績を評価した後、より多くの分野で交流を強化し、協力の深度と高度を絶えず拡大し

ていきたいと語った。 

(出典：国家知識産権網 2018年 3月 21日) 

 

★★★3. 工商総局張茅局長と OAPI長官が北京で会談★★★ 

 3月 19日、国家工商行政管理総局（SAIC）張茅局長とアフリカ知的財産機関（OAPI）Denis Loukou 

Bohoussou長官が北京で会談を行った。 

 張茅局長は、今年 9月に開催予定の中国アフリカ協力サミットに言及し、「一帯一路」枠組みの下

で中国とアフリカ諸国の関係は新たな活力を生み出すだろうとの期待を示した。また、昨年締結した

協力覚書に基づいて協力を強化し、経済貿易関係の健全的な発展を共に推し進めていきたいと表明し

た。 

 Bohoussou長官は、アフリカのフランス語圏 17カ国からなる OAPIと SAICとの間の長期にわたる協

力関係を回顧し、今回の訪問を通じて双方の協力関係を深めて、中国企業によるアフリカでの商標出

願を支援し、中国とアフリカの知的財産権発展を共に促進するよう望むと語った。 

(出典：工商総局公式サイト 2018 年 3月 20日) 

 

★★★4. SIPO何志敏副局長が WIPO責任者と会談、TISCで提携★★★ 

 中国国家知識産権局（SIPO）の何志敏副局長がこのほど北京で、世界知的所有権機関（WIPO）の技

術情報促進担当部門のカンパーナ・シニアディレクターと会談を行い、中国における TISC プログラム

の推進協力構想とその発展計画について討議を交わした。(TISC：技術・イノベーションサポートセン

ター) 

 何副局長は、中国のイノベーション環境の改善、知的財産権活動の最新状況などを説明した上、

「中国における TISCの設置は、WIPOの有する技術、データ、人材面の優位性を生かして中国の知的財

産権ユーザーによるイノベーション資源の活用を支援し、中国全体のイノベーション能力向上を促進

するだろう」との認識を示した。カンパーナ氏は、「TICSは、知的財産権に関する情報分析や知的財

産権管理などの分野において支援を行うプログラムで、WIPO として重要なパートナーである中国での

成功に期待する」と語った。 

(出典：国家知識産権網 2018年 3月 19日) 

 

★★★5. 工商総局商標局、商標審査活動会議を上海で開催＝年間審査目標 800万★★★ 

 今年の政府活動報告で提起された「商標登録周期の大幅短縮」の方針を徹底し、商標登録手続きの

簡素化改革を一段と推進するために、国家工商行政管理総局・商標局が 3月 13日、2018年商標審査活

動会議を上海で開催した。 

 各商標審査協力センターの審査能力の現状を踏まえて、工商総局は今年の商標審査活動の任務とし

て、通年で商標審査 800万件の完成を年間目標に掲げている。目標達成を目指し、▽工商総局は、審

査効率と品質の向上▽活動計画、活動任務、審査基準、業務評価基準の統一化などを通じて、年末を

目処に商標審査周期を現在の 8ヶ月から 6ヶ月に短縮させるよう求めている。 

 活動会議において、各商標審査協力センターの責任者からそれぞれの活動状況が報告された。また、

業務品質の監視・制御メカニズムの整備、業務研究・指導の強化、北京以外の審査協力センターによ

る実体審査業務の改善などをめぐって議論が交わされた。 

(出典：工商総局公式サイト 2018 年 3月 17日) 

 

★★★6. SIPO申長雨局長とキルギス国家知的財産庁長官と会談★★★ 
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 3月 14日、中国国家知識産権局（SIPO)の申長雨局長とキルギス国家知的財産・イノベーション庁の

デュオサリ長官が北京で会談を行った。両長官は、職員研修、審査業務、データ交換、自動化システ

ムなどについて意見を交わした。 

 申長雨局長は、知的財産権強国建設プロジェクトと特許品質向上、厳格な知的財産権保護の徹底な

ど、中国が進めている知的財産権活動の最新状況を説明した後、キルギス側とともに実務的協力を一

段と強化して、両国の経済・貿易、科学技術、文化を含む各分野の交流を促進したいと表明した。デ

ュオサリ長官は SIPOが近年取得した実績を評価した上、中国の成功例を参考にし、双方の交流、協力

を深めて共同な発展を実現したいとの期待を示した。 

(出典：国家知識産権網 2018年 3月 16日) 

 

○ 地方政府の動き 

★★★1. 山東省で中国科学院初の特許オークションが実施★★★ 

 3月 16日、中国科学院（科学アカデミー）傘下の研究機関が出品する特許オークションが済南市で

実施された。山東省科技庁、山東省知識産権局などが共催した。オークションで 28件の特許が山東省

企業 11 社に落札され、総落札額は 503 万元に達し、特許 1 件としての最高落札額は 60 万元であった。 

 オークション開幕式において、山東省知識産権局の于智勇局長と中国科学院知的財産権運営管理セ

ンターの隋雪青主任が戦略的協力枠組み協定を交わした。双方は戦略的協力体制を正式に確立し、山

東省の新エネルギー特許データバンクの構築、知的財産権展示取引体制の整備、特許取引成約後の支

援強化などで提携する。 

 中国科学院が特許オークションを催すのは今回が初めて。山東省の重点産業に合致する次世代情報

技術、先端設備、新エネルギー、新素材、現代海洋産業、医療健康産業、現代農業などに関する多数

の特許が出品された。 

(出典：国家知識産権網 2018年 3月 20日) 

 

○ 司法関連の動き 

★★★1. 全国の検察機関、昨年模倣品関連事件 8671件を起訴★★★ 

 昨年、全国の検察機関の公訴部門は模倣品摘発に注力し、模倣品・劣悪商品の生産販売に関する犯

罪事件 8671件、容疑者 1万 4342 人を提訴した。最高人民検察院（最高検）が明らかにした。 

 各地方の検察機関は昨年、知的財産権侵害・模倣品製造販売に関わった犯罪事件に関する特別摘発

行動を推進した。重点分野における集中管轄体制の導入や行政・刑事部門の連携強化などを通じて、

業務効率の向上に取り組んできた。 

 最高検公訴庁の責任者によると、昨年提訴した模倣品・劣悪商品の関連事件に、▽食品、薬品に関

わった事件に集中し、全体の 86％を占める▽都市・農村合流部、農村市場で多発する▽集団化、大規

模化、犯罪手段巧妙化が進む――などの特徴が見られている。検察機関は今年も食品薬品の安全に関

わった犯罪を厳重に取り締まる方針であるという。 

(出典：中国知識産権資訊網 2018 年 3月 19日) 

 

○ ニセモノ、権利侵害問題 

★★★1. 2018年度「質検利剣」行動、消費財など 5分野が対象★★★ 

 国家質量監督検験検疫総局がこのほど「2018年『質検利剣』行動活動プラン」を発表した。品質管

理部門は消費財、農業資材、建材、自動車部品、ガソリン・ディーゼルの 5分野を対象に、模倣品を

取り締まる法執行活動を実施する。 

 「活動プラン」によると、消費財分野では子供用品、家電製品、建材分野では鋼材、セメント、ガ

ラスなど、農業資材分野では化学肥料、農業機械、自動車部品分野ではフィルター、インテリア――
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にぞれぞれ重点が置かれる。また、通販商品を中心に消費財、生産財関連の模倣品摘発行動の集中実

施を強調し、品質違反事件が多発する地域で法執行活動を重点的に進めるよう求めている。 

(出典：中国打撃侵権工作網 2018 年 3月 21日) 

 

★★★2. 寧波税関、「3・15」権利侵害模倣品摘発報告書を発表★★★ 

 寧波税関がこのほど、3月 15 日の「世界消費者権利デー」に合わせ、「3・15権利侵害模倣品摘発

報告書」を発表した。昨年 1月から現在まで、寧波税関は輸出入貨物の中で知的財産権侵害事件 382

件を摘発し、各種類の知的財産権侵害商品 922万点（総額 4715万人民元）を差し押さえた。 

 税関責任者によると、差し押さえられた知的財産権侵害商品の中で、靴やアパレル、バッグなどの

偽ブランド品が多数を占める。寧波税関は近年、国際有名ブランドを装ったこれらの権利侵害商品に

重点を置いて知的財産権保護活動を強化してきた。 

 この外、小物家電や自動車部品などの模倣品の輸出入も多発している。税関関係者は、消費者の生

命、安全に危害を与える恐れのある偽ブランド品などに注意するよう呼び掛けている。 

(出典：中国打撃侵権工作網 2018 年 3月 19日) 

 

★★★3. 雲南省公安庁、昨年模倣品など 65万点摘発、総額 6億人民元★★★ 

 2017年、雲南省の各公安機関は知的財産権侵害・模倣品関連犯罪の摘発に尽力し、通年で 870件の

犯罪事件、14の犯罪グループを摘発し、83の模倣品製造・販売拠点を閉鎖させた。差し押さえた模倣

品などは 65万点を超え、総額は 6億 500万人民元に上る。雲南省公安庁の報道弁公室が 3月 14日、

発表した。 

 雲南省の各級公安機関で知的財産権侵害・模倣品犯罪特別摘発活動に関する指導グループが設置さ

れている。各公安機関は、▽行政当局との法執行協力、▽権利者の権利保護活動への支援、▽行政法

執行部門と刑事司法部門との効果的な連携――の強化に取り組んでいる。昨年、国の公安部が指定し

た重大事件 4件の外、模倣品などの総額が 1千万元を超える権利侵害事件 10数件を摘発した。 

(出典：中国打撃侵権工作網 2018 年 3月 16日) 

 

○ その他知財関連 

★★★1. 2018年「中国ブランドの日」イベント、5月に上海で開催★★★ 

 3月 21日、国家発展改革委員会と中央宣伝部、工商行政管理総局、工業・情報化部、農業部、商務

部、質検総局が記者発表会を共催し、「中国ブランドの日」エンブレムと今年の開催情報を発表した。 

 国務院は昨年 4月、毎年の 5月 10日を「中国ブランドの日」に指定することを決めた。今年は 5月

10 日、「中国ブランドの日」関連イベントとして、第 1回中国自主ブランド博覧会と中国ブランド発

展国際フォーラムが上海展覧センターで開催される予定。 

 中国自主ブランド博覧会は、中国のブランド開発の歴史、実績、発展の見通し、中央企業のブラン

ド育成、イノベーション型中小企業の発展可能性、ブランドサービス機構の能力・レベル・業績など

を展示する。中国ブランド発展国際フォーラムは「中国ブランド、世界共有」をテーマとして、中国

のブランドの発展促進などについて議論する。 

(出典：工商総局公式サイト 2018 年 3月 22日) 

 

★★★2. 広州で日中企業協力知的財産権シンポジウムが開催★★★ 

 3月 19日、広東省知的財産権研究院と日本知的財産協会が共催する「日中企業協力知的財産権シン

ポジウム」が広東省・広州で開催された。広東省知識産権局の謝紅局長と在広州日本国総領事館の石

澤義治領事が出席し、中国と日本の企業、大学、研究機関、サービス機構からの代表 200名以上が参

会した。 
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 中国企業の美的集団、視源電子、白雲山医薬集団、テンセント、中興通訊、格力電器と日本企業の

ソニー、富士通、古野電気（株）、旭化成、三菱電機、ダイセル、味の素、村田製作所からの代表が

出席し、それぞれの会社概況、製品と知的財産権の構成、管理、ポートフォリオ、戦略などを説明し、

知的財産権分野の研修訓練、営業秘密の保護などをめぐって交流を行い、議論を交わした。 

(出典：CCPIT公式サイト 2018年 3月 21日) 
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